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社会医学部門の高齢者医療介護および医療介護政策学的な視点からの分析と政策提言 
 
研究要旨 
本研究では、厚生労働省より提供された「要介護認定情報・介護レセプト等情報」および「人口動態

調査（死亡票）を用い、COVID-19 流行が新規要介護認定や介護事業所の閉鎖等、介護医療サービス

へのアクセスに与えた影響および、在留外国人や未成年者等の社会的に不利な層における自殺に与え

た影響を明らかにした。研究の結果、COVID-19 パンデミック前後の新規要介護・要支援認定発生率

の推移は都道府県で異なる可能性が示唆された。また介護職員処遇改善加算、個別機能訓練加算を算

定している特養であるほど事業を終了するリスクが低かったため、介護給付費加算が経営の特性に影

響をもたらす可能性が示唆された。人口動態調査死亡票を用いた分析では、日本人では COVID-19 流

行初期に自殺率が低下した一方、在留外国人では低下しておらず、日本人と在留外国人、それぞれの状

況に合わせた自殺対策の重要性が示唆された。 
本研究は、ビッグデータを活用することにより、COVID-19 パンデミックのような健康危機におけ

る影響を明らかにできることを示した。しかし、わが国では諸外国に比較してデータが利用可能にな

るまでの期間が長いことが指摘されている。今後新興感染症のパンデミックなどの健康危機に迅速に

対処するためには、ビッグデータへのアクセス性の向上が強く望まれる。 

③ 社会医学グループ 
研究 7-1．COVID-19 パンデミックと新規

要介護・要支援認定発生率との関連の都

道府県ごとの差について－全国の匿名要

介護認定情報等を用いた分析－ 
 
A. 研究目的 
新規要介護・要支援認定は、介護保険サー

ビスの利用が必要な高齢者にとって必須の

プロセスであり、新型コロナウイルス感染

症 (COVID-19)等のパンデミックの影響は

最小限に留められる必要がある。 

昨年度の本プロジェクトでは、緊急事態

宣言発令中の平均新規要介護・要支援認定

発生率は、緊急事態宣言発令前と比較して

有意に低下していることが明らかとなった

（発生率比 0.787、95％信頼区間：0.781－

0.792）。しかし、この関連が都道府県単位の

地域によって異なるのかどうかについては

明らかになっていなかった。 

そこで、今年度の目的は全国の匿名要介

護認定情報等を利用し、COVID-19 パンデ

ミックと新規要介護・要支援認定との関連

が、都道府県によって異なるのかどうかを

明らかにすることである。 

 
B．研究方法 
（１）データソースおよび対象者 
厚生労働省より提供された「要介護認定

情報等」の特別抽出を用いて、2018 年 1 月

1 日から 2020 年 12 月 31 日までの期間に

新規要介護または要支援の認定を受けた第

一号被保険者を同定した。 
また、厚生労働省が公表している介護保

険事業状況報告を用いて、2018 年 1 月
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―2020 年 12 月までの期間における第１号

被保険者数の月次データを取得した。

（２）分析方法

厚生労働省より提供された匿名要介護認

定情報の特別抽出と厚生労働省が公表して

いる介護保険事業状況報告を用いて、2018
年 1 月～2020 年 12 月の新規要介護・要支

援認定発生率を都道府県単位で月毎に推定

した。

発生率の推移について、ポアソン回帰モ

デルを用いて、新規要介護・要支援認定発生

率の推移を緊急事態宣言発令前（2018 年 1
月－2020 年 3 月）、COVID-19 パンデミッ

ク緊急事態発令中（2020 年 4 月－2020 年

5 月）、緊急事態宣言解除後（2020 年 6 月

－2020 年 12 月）での変化に着目して分析

した。この分析を都道府県ごとに実施し、結

果を可視化した。

また、特定警戒都道府県（北海道、茨城、

東京、神奈川、埼玉、千葉、石川、岐阜、愛

知、京都、大阪、兵庫、福岡）とそれ以外の

都道府県での発生率の推移が異なるかどう

かについて、特定警戒都道府県かそれ以外

の都道府県かの変数を交互作用項として含

めた Difference-in-differences 法を用いて

分析した。

（倫理面への配慮）

本研究は筑波大学医学医療系倫理委員会

の承認（承認日：令和３年１２月１０日、承

認番号：１６９８）を得て実施した。

C．研究結果 
パンデミック前と比較した新規要介護・

要支援認定発生率の推移について、緊急事

態発令中は低下したが緊急事態宣言解除後

に同程度になった都道府県（図 1）、緊急事

態発令中は同程度であったが急事態宣言解

除後に増加した都道府県（図 2）、緊急事態

発令中および急事態宣言解除後で低下した

都道府県（図３）があった。

特定警戒都道府県とそれ以外の都道府県

での発生率の推移について、パンデミック

前と比較した第一波 (2020 年 2-6 月)での

発生率比において、特定警戒都道府県はそ

れ以外の都道府県と比較して有意に低かっ

た（発生率比 0.85 [0.84－0.87] vs. 0.91 
[0.89-0.93]）。 

D．考察 
パンデミック前後の新規要介護・要支援

認定発生率の推移は都道府県によって異な

る可能性が示唆された。特に、特定警戒都道

府県では、それ以外の都道府県と比較して、

第一波 (2020 年 2-6 月)での発生率の低下

の程度が大きい可能性が示唆された。

パンデミック前後の新規要介護・要支援

認定発生率の推移の都道府県ごとの差異は、

地域の感染者数、自治体の窓口業務や要介

護認定調査の延期や中止の基準の差異によ

る影響が考えられる。しかし、人口構成や感

染者数などの影響を考慮した上での定量的

な比較ではないため、解釈には注意が必要

である。

今後、これらの情報を考慮した上で、

新規要介護・要支援認定発生率の推移に地

域差がどの程度あるのか、地域差があると

すればどのような要因によるのか明らかに

する必要がある。その上で、改善すべき地域

差があるのかどうか議論する必要がある。
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E．結論 
COVID-19 パンデミック前後の新規要介

護・要支援認定発生率の推移は都道府県で

異なる可能性が示唆された。今後、より地域

差の要因となりうる情報を考慮した上で分

析を行い、改善可能な地域差があるのかど

うか明らかにすることが必要である。 
 

F．健康危機情報 
なし 

G．研究発表 
「COVID-19 パンデミックと新規要介護・

要支援認定発生率との関連－全国の匿名要

介護認定情報等を用いた分析－」、宇田和晃、

田宮菜奈子、木原朋未、杉山雄大 2、山岸良

匡、金雪瑩、石丸美穂、磯博康、 第 33 回

日本疫学会学術総会抄録集 2023 年 2 月. 
 
H．知的財産権の取得状況 
１．特許取得  なし 
２．実用新案登録  なし 
３．その他  なし   
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図１ 都道府県 A での新規要介護・要支援認定発生率の推移（100,000 人あたり） 
 

  

図２ 都道府県 B での新規要介護・要支援認定発生率の推移（100,000 人あたり） 
 
 

 
図３ 都道府県 C での新規要介護・要支援認定発生率の推移（100,000 人あたり）
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③ 社会医学グループ
研究 7-2．新型コロナウイルス感染症における

特別養護老人ホームの事業の終了に関する研究

A. 研究目的

東京商工リサーチが発表した情報によると、

2020 年の介護事業所の倒産件数は 118 件であり、

過去最多になった。特別養護老人ホーム（以下：特

養）の事業を終了した施設数は、人員不足、人件費

の上昇、新型コロナウイルス感染症の流行により、

世界的に増加している。本研究では、新型コロナ

ウイルス感染症の流行前後における事業を終了し

た施設数を算出し、新型コロナウイルス感染症が

発生した直後の影響分析を行った。また、運営体

制に係る加算と事業の終了との関連について検証

を行った。

B．研究方法 
本研究では、厚生労働省より提供された「要介

護認定情報・介護レセプト等情報」の特別抽出を

用いて、2018 年 1 月に運営されている 7,842 の特

養を対象として分析した。2018 年 1 月から 2020
年 12 月の間に施設のすべての居住者への介護サ

ービスの提供を中止した場合、事業を終了と定義

した。

（倫理面への配慮）

本研究で用いるデータは、筆者らが受領する以

前に個人を特定できる情報は削除されており、個

人情報は保護されている。また本研究は筑波大学

医学医療系倫理委員会の承認（承認日：令和３年

１２月１０日、承認番号：１６９８）を得て実施し

た。

C．研究結果 
事業所を終了した施設数は、2018 年に 25 施設、

2019 年に 33 施設、2020 年に 25 施設であり、コ

ロナパンデミック影響は見られなかった。また、

介護職員処遇改善加算、個別機能訓練加算を算定

している特養であるほど、事業を終了するリスク

が低かった。

D．考察 
新型コロナウイルス感染症が流行した直後は、

緊急事態宣言により不要不急の外出・移動の自粛

などの対策が行われているが、すでに入所した利

用者を対象としてサービスを提供していたため、

事業の運営への短期的な影響は見られなかった可

能性がある。しかし、新型コロナウイルス感染症

が長期的に流行することにより、入居者及び職員

に感染症のクラスター発生の可能性が高くなり、

安定的な事業の運営に影響を及ぼす可能性が高い。

本研究では、2020 年のデータのみであるため、分

析できなかったが、今後は 2020 年以降のデータ

を追加して分析を行う必要がある。

また、介護職員処遇改善加算、個別機能訓練加

算が事業の終了に負の関連があることが明らかに

なり、これらの加算を算定することによって、介

護職員の安定的な収入や特養の収入につながり、

新型コロナウイルス感染症の悪影響を緩和させた

可能性があると考えられる。

E．結論 
新型コロナウイルス感染症直後は、感染症流行

前と比べても事業を終了した特養の数に変化が見

られなかった。介護職員処遇改善加算や個別機能

訓練加算を算定することによって、新型コロナウ

イルス感染症における事業の終了を防止できた可

能性がある。
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F．健康危機情報 
なし 
 
G．研究発表 

Jin X, Uda K, Ishimaru M, Kihara T, 
Sugiyama T, Yamagishi K, Iso H, Tamiya 
N. The Effect of Business Operating 
Systems on Nursing Home Termination. 

Int J Public Health. 2023 Feb 
1;68:1605439. 
 

H．知的財産権の取得状況 
１．特許取得  なし 
２．実用新案登録  なし 
３．その他  なし 
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③ 社会医学グループ 
研究 7-3．COVID-19 流行下における日本人お

よび在留外国人の自殺率の推移 
 
A. 研究目的 
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が世界

的に流行する中で、人々のメンタルヘルスが悪化

したことが報告されている 1,2。日本では、自殺者

数は COVID-19 流行初期には減少したものの、そ

の後増加し 3-6、特に女性や若年者において、顕著

な自殺者の増加が報告されている 3-6。COVID-19
流行下において、在留外国人は、就労状況や医療

へのアクセスが悪化しやすい集団であると指摘さ

れており 7、本研究では日本人と在留外国人におけ

るCOVID-19流行前後の自殺率の推移を明らかに

することを目的とした。 
 

B．研究方法 
 2016〜2021 年の人口動態調査死亡票を用いて

COVID-19 流行下における自殺率の推移について

検討を行った。国際疾病分類第 10 版(ICD-10)にお

ける「自殺(X60-X84)」によって死亡した者を同定

し、日本人、在留外国それぞれについて、四半期ご

との人口 10 万人あたり自殺者数（自殺率）を男女

別に算出した。 
（倫理面への配慮） 
本研究で用いたデータは、筆者らが受領する以

前に個人を特定できる情報は削除されており、個

人情報は保護されている。また本研究は筑波大学

医学医療系倫理委員会の承認（承認日：2022 年 5
月 19 日、承認番号：1754）を得て実施した。 

 
C．研究結果 

2016〜2021 年の自殺者数は、日本人 121,610 人、

在留外国人 1,431 人であった。女性の占める割合

は、日本人で 31.2%(37,911 人)、在留外国人で

37.5%(536 人)であった。年齢の中央値（四分位範

囲）は、日本人で 53 (38–69)歳、在留外国人で 49 

(33–63)歳であった。18 歳未満の自殺者数は日本

人 2,452 人、外国人 32 人の合計 2,484 人だった。 
日本人、在留外国人における自殺率の推移を図

1 に示す。日本人、在留外国人ともに、男性の自殺

率は女性を上回った。また男女ともに、日本人の

自殺率は在留外国人より高かった。COVID-19 流

行前のトレンドと比べ、日本人では COVID-19 流

行初期に自殺率が低下した一方、在留外国人では

低下していなかった。 
 
D．考察 
本研究では、わが国における日本人と在留外国

人の自殺率について、COVID-19 流行前後の推移

を明らかにした。わが国において COVID-19 流行

初期に自殺率が低下した理由について、先行研究

では社会的結びつきが強まった可能性が指摘され

ているが 6,8、在留外国人はより困難な状況に直面

していた可能性がある。 
 

E．結論 
COVID-19 流行下における日本人と在留外国人

の自殺率の推移のトレンドは異なっている可能性

が示唆された。COVID-19 ならびに将来のパンデ

ミックにおいては、日本人と在留外国人、それぞ

れの状況に合わせた自殺対策を進めていくことが

重要である。 
 

F．健康危機情報 
なし 
 
G．研究発表 
1. 第 82 回日本公衆衛生学会総会に演題登録予

定 
 

H．知的財産権の取得状況 
１．特許取得  なし 
２．実用新案登録  なし 
３．その他  なし 
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図 1. 日本人と在留外国人における、四半期ごとの人口 10 万人当たり自殺者数の推移 

B. 女性A. 男性
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③ 社会医学グループ 
研究 7-4 
研究協力者 高橋秀人 国立保健医療科学院 統括研究官 
研究協力者 小宮山潤 筑波大学医学医療系 研究員 

 
研究要旨 
【目的】COVID-19 感染症の流行時期と, 全死因, 十大疾患および自殺の超過死亡数の検討を行った.  
【方法】各月の性別死因別死亡数を用いた. 全死因に加えて, 十大死因および自殺, すなわち 0)全死

因, 1）悪性新生物, 2)心疾患, 3)老衰, 4)脳血管疾患, 5)肺炎, 6)誤嚥性肺炎, 7)不慮の事故, 8)腎不全, 9)
アルツハイマー病, 10)血管性及び詳細不明の認知症, 11)自殺, とした. COVID-19 感染症感染者数は, 
厚労省 Web サイト(新型コロナウイルス感染症特設ページ・オープンデータ)から, 毎日の「新規陽性

者数」を用いた(2020 年 1 月 16 日~2022 年 10 月 31 日). 分析単位を全国とし, COVID-19 流行以前

(2009 年１月~2019 年 12 月)において, 疾患毎に期待死亡数を, Poisson 回帰モデルを用いて推定した.  
超過死亡の程度は, Covid-19 流行時(第１~第７波)において, 実死亡数と Poisson 回帰モデルより推定

される期待死亡数の差を期待死亡数で除した値として定義した. COVID-19 流行時の新規陽性感染者

数との関連はピアソン積率相関係数を用いて検討した.  
【結果】COVID-19 の流行(第 1 波~第 7 波)と超過死亡の程度との関連が高い(関係数が 0.6 以上)疾患

死亡は, 男性, 女性ともに, 全死因に加えて, 心疾患, 老衰, 脳血管疾患, 誤嚥性肺炎, 腎不全であっ

た.   
【考察】2020 年 2 月以降の各死因別死亡は、本来各死因での死亡発生する一部が COVID-19 による

死亡となる可能性があり, これは 2020 年 2 月以降の期待死亡数の推定値から分離されていないこと

を表している. すなわち死因別の超過死亡は, 死因によっては過小推定になっている可能性がある. 
「超過死亡」は全死因では, 「COVID-19 予防等のための社会活動の制限による間接的な影響」+
「医療提供体制の確保が不十分なことによる影響」+「COVID-19 に関係しない死亡」+「COVID-19
に影響を受けた死亡」（全死因）が含まれているが, 死因別死亡では「COVID-19 予防等のための社

会活動の制限による間接的な影響」+「医療提供体制の確保が不十分なことによる影響」+「COVID-
19 に関係しない死亡」 - 「COVID-19 に影響を受けたがその死因ではなく 『コロナ死亡』とされ

た死亡」と考えられる. 
【結論】COVID-19 流行の状況と超過死亡との関連について, 死因により状況が異なっている.  
第 1～7 波における新規陽性者数と, ①同月の死亡との関連が男女とも高い死因*：全死因, 心疾患, 
老衰, 脳血管疾患, 誤嚥性肺炎, 腎不全. ②翌月の死亡との関連が男女とも高い死因: 全死因, 心疾患, 
老衰, 脳血管疾患, 誤嚥性肺炎, 腎不全, 自殺(男のみ).③翌々月の死亡との関連が高い死因：認められ

なかった（*:相関係数 0.6 以上）.第 5～7 波における新規陽性者数と, ①同月の死亡との関連が男女

とも高い死因*: 自殺(女のみ), ②翌月の死亡との関連が男女とも高い死因:全死因(男のみ) 脳血管疾患

(女のみ), ③翌々月の死亡との関連が高い要因: 全死因, 心疾患, 老衰, 脳血管疾患, 肺炎(女のみ),誤嚥

性肺炎, 腎不全(男のみ), 自殺(男のみ). 第 5 波～7 波は, 同月から翌月, 翌々月の死亡との関連と変化

している. 
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③ 社会医学グループ 
研究 7-4．COVID -19 感染症流行時期と,全死

因,十大死因および自殺の超過死亡数の検討 
 
A. 研究目的 

COVID-19 感染症の流行に関し どのように死

亡数が変化しているかは COVID-19 感染症の実

態を明らかにする上で重要である. 本研究は, 十
大疾患および自殺について, COVID-19 感染症の

流行と超過死亡数との関連を探索することを目的

とする. 
 

B．研究方法 
(1)データ 

1) 死亡データ 
政府統計の総合窓口(以下, e-Stat)より「人口

動態調査」(2009 年１月~2022 年 10 月：166
か月)による各月の性年齢階級別死因別死亡

数を用いた. 特定死因として全死因, 10 大死

因および自殺, すなわち 0)全死因, 1）悪性新

生物, 2)心疾患, 3)老衰, 4)脳血管疾患, 5)肺炎, 
6)誤嚥性肺炎, 7)不慮の事故, 8)腎不全, 9)ア
ルツハイマー病, 10)血管性及び詳細不明の認

知症, 11)自殺, とした. 
2) COVID-19 感染症感染者数 
厚労省 Web サイト(新型コロナウイルス感染

症特設ページ・オープンデータ)から, 毎日の

「新規陽性者数」を用いた(2020 年 1 月 16
日~2022 年 10 月 31 日). これを月平均値と

して 2020 年 1 月から 2022 年 10 月までの

34 か月を用いた. 流行事項を, 第 1 波 2020
年 1 月~5 月, 第 2 波 2020 年 7 月~9 月, 第
3 波 2020 年 10 月~2021 年 2 月, 第 4 波 
2021 年 3 月~6 月, 第 5 波 2021 年 7 月~9
月,第 6 波 2022 年 1 月~2022 年 6 月, 第 7
波 2022 年 7 月~9 月, とする. 

(2) 統計解析 
a）Poisson 回帰を用いた期待死亡数, 乖離の程

度の推定 

分析単位を全国とし, アウトカムを月別性別死

因別死亡数(総数)とする. 疾患毎に期待死亡数を

下記の Poisson 回帰モデルを用いて推定した. 
実測死亡数~Po(λ) 

log (λ) = a_0 + a_1 × (年月) + 𝑎𝑎_2𝐼𝐼 × (月) 
ここで 
(年月)=2009 0/12, 2009 1/12,…,2009 11/12, 

2010,….2019 11/12 (132 か月) 
 (月)=1 月,2 月,…,12 月 (12 か月) 
このポアソンモデルより 2020 年１月~2022 年

10 月の期待死亡数を Poisson 回帰より推定した. 
また, 超過死亡数, および乖離の程度を下記のよ

うに定義した. 
�超過死亡数� = �実測数� − �期待死亡数� ・・① 

�乖離の程度� =
�超過死亡数�
(期待死亡数)

      ・・② 

b) COVID-19(2020 年 1 月~2022 年 10 月)流行

期における期待死亡数, 乖離の程度の推定  
① ②について, 2020 年 1 月~2022 年 10 月 

についての経時変化を図示する. 
 

c) COVID-19 の流行時期と超過死亡の程度(乖
離の程度)との関連 

COVID-19 の流行時期と超過死亡の程度(乖 
離の程度)を図示し, COVID-19 の新規陽性者数

と各疾患の超過死亡数との関連に関し, 同月で

の検討, ひと月遅れの死亡者数との関連, ２月

遅れの死亡者数との関連を Pearson および

Spearman 相関係数で検討した.  
 
これらの解析を性別に行った. これらの統計

解析は, 統計解析ソフト R(version 4.4.3)を用

いて実施した.  
 

（倫理面への配慮） 
本研究で用いるデータは, すべて公開情報であ

り, 国の定める「人を対象とする生命科学・医学

系研究に関する倫理指針(令和４年 3 月 10 日一部

改正)」の対象とならない(既に学術的な価値が定

まり, 研究用として広く利用され, かつ, 一般に
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入手可能な試料・情報を用いた研究として整理さ

れる). 

 
C．研究結果 
a-1) Poison 回帰を用いた実測死亡数と期待死亡

数(2009 年１月から 2019 年 12 月) 
 実測死亡数と期待死亡数の経年変化を図１にま

とめた. 
(0) 全死因     男性 図 1-0m, 女性 図 1-0f 
(1) 悪性新生物   男性 図 1-1m, 女性 図 1-1f 
(2) 心疾患         男性 図 1-2m, 女性 図 1-2f 
(3) 老衰           男性 図 1-3m, 女性 図 1-3f 
(4) 脳血管疾患     男性 図 1-4m, 女性 図 1-4f 
(5) 肺炎            男性 図 1-5m, 女性 図 1-5f 
(6) 誤嚥性肺炎      男性 図 1-6m, 女性 図 1-6f 
(7) 不慮の事故      男性 図 1-7m, 女性 図 1-7f 
(8) 腎不全          男性 図 1-8m, 女性 図 1-8f 
(9) アルツハイマー病  

男性 図 1-9m, 女性 図 1-9f 
(10) 血管性及び詳細不明の認知症  

男性 図 1-10m, 女性 図 1-10f 
(11) 自殺        男性 図 1-10m, 女性 図 1-11 
 
a-2) Poison 回帰を用いた実測死亡数と期待死亡

数の乖離の状況(2009 年１月から 2019 年 12 月) 
実測死亡数と期待死亡数の乖離の状況を図２にま

とめた(括弧内の値は最大の乖離程度). 
(0) 全死因       
男性 図 2-0m (±6%程度), 女性 図 2-0f (±7%程度) 
(1) 悪性新生物  
男性 図 2-1m(±4%程度), 女性 図 2-1f(±3%程度) 
(2) 心疾患  
男性 図 2-2m(±10%程度), 女性 図 2-2f(±10%程

度) 
(3) 老衰     
男性 図 2-3m(±15%強), 女性 図 2-3f(±15%程度) 
(4) 脳血管疾患   
男性 図 2-4m(±5%強), 女性 図 2-4f(±8%程度) 
(5) 肺炎   

男性 図 2-5m(±20%程度), 女性 図 2-5f(±20%程

度) 
(6) 誤嚥性肺炎  
男性 図 2-6m(±4%程度), 女性 図 2-6f(±6%程度) 
(7) 不慮の事故   
男性 図 2-7m(2011 年, 2018 年を除くと 20%程

度),   
女性 図 2-7f(2011 年, 2018 年を除くと 20%程度)  
(8) 腎不全   
男性 図 2-8m(±10%程度),   
女性 図 2-8f(2011 年, 2018 年を除くと 10%程度) 
(9) アルツハイマー病   
男性 図 2-9m(±30%程度), 女性 図 2-9f(±20%程

度) 
 
(10) 血管性及び詳細不明の認知症  
男性 図 2-10m(±6%程度), 女性 図 2-10f(±20%程

度) 
(11) 自殺   
男性 図 2-10m, (2011 年, 2018 年を除くと±10%
程度)   
女性 図 2-11f   (2011 年, 2018 年を除くと±20%
程度) 

 
b-1) COVID-19(2020 年 1 月~2022 年 10 月)流行

期における実測死亡数と期待死亡数を表１と図３

にまとめた. 
(0) 全死因     男性 図 3-0m, 女性 図 3-0f 
(1) 悪性新生物     男性 図 3-1m, 女性 図 3-1f 
(2) 心疾患         男性 図 3-2m, 女性 図 3-2f 
(3) 老衰      男性 図 3-3m, 女性 図 3-3f 
(4) 脳血管疾患     男性 図 3-4m, 女性 図 3-4f 
(5) 肺炎           男性 図 3-5m, 女性 図 3-5f 
(6) 誤嚥性肺炎     男性 図 3-6m, 女性 図 3-6f 
(7) 不慮の事故     男性 図 3-7m, 女性 図 3-7f 
(8) 腎不全         男性 図 3-8m, 女性 図 3-8f 
(9) アルツハイマー病                       

男性 図 3-9m, 女性 図 3-9f 
(10) 血管性及び詳細不明の認知症  

男性 図 3-10m, 女性 図 3-10f 
(11) 自殺        男性 図 3-10m, 女性 図 3-11 
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b-2) COVID-19(2020 年 1 月~2022 年 10 月)流行

期における実測死亡数と期待死亡数の乖離の程度

を表１と図４にまとめた（新規陽性者数の変化も

参考として掲載した.） 
(0) 全死因      男性 図 4-0m, 女性 図 4-0f 
(1) 悪性新生物    男性 図 4-1m, 女性 図 4-1f 
(2) 心疾患     男性 図 4-2m, 女性 図 4-2f 
(3) 老衰      男性 図 4-3m, 女性 図 4-3f 
(4) 脳血管疾患      男性 図 4-4m, 女性 図 4-4f 
(5) 肺炎            男性 図 4-5m, 女性 図 4-5f 
(6) 誤嚥性肺炎      男性 図 4-6m, 女性 図 4-6f 
(7) 不慮の事故      男性 図 4-7m, 女性 図 4-7f 
(8) 腎不全          男性 図 4-8m, 女性 図 4-8f 
(9) アルツハイマー病 

男性 図 4-9m, 女性 図 4-9f 
(10) 血管性及び詳細不明の認知症  

男性 図 4-10m, 女性 図 4-10f 
(11) 自殺         男性 図 4-10m, 女性 図 4-11 
 
男性 (0)全死因 (図 4-0m) 

超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は第 5 波以降増加傾向 
乖離の程度(最大で 20%程度)は, 
第 5 波以降, 新規陽性者数の波

のピークと似た形状を呈した. 
(1) 悪性新生物 (図 4-1m) 

超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は変化なし傾向 
乖離の程度(最大で 1%程度)は, 
波のピークとの形状はやや異な

る傾向を呈した. 
(2) 心疾患 (図 4-2m) 

超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は増加傾向 
乖離の程度(最大で 25%程度)は, 
第 5 波以降, 波のピークと似た

形状を呈した. 
(3) 老衰 (図 4-3m) 

超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は増加傾向 

乖離の程度(最大で 20%強)は, 第
5 波以降, 波のピークと似た形状

を呈した. 
(4) 脳血管疾患 (図 4-4m) 

超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は増加傾向 
乖離の程度(最大で 20%程度)は, 
第 5 波以降, 波のピークと似た

形状を呈した. 
(5) 肺炎 (図 4-5m) 

超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は減少傾向 
乖離の程度(最大で 25%程度)は, 
波のピークとの形状はやや異な

る（第 5 波前）第 5 波以降, 波
のピークと似た形状を呈した. 

(6) 誤嚥性肺炎 (図 4-6m) 
超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は増加傾向 
乖離の程度(最大で 25%程度)は, 
波のピークとの形状はやや異な

る傾向を呈した. 
(7) 不慮の事故 (図 4-7m) 

超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は増加傾向とも減少とも見え

ない 
乖離の程度(最大で 20%程度)は, 
波のピークとの形状はやや異な

る傾向を呈した. 
(8) 腎不全 (図 4-8m) 

超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は増加傾向 
乖離の程度(最大で 25%程度)は, 
第 5 波以降,波のピークと似た形

状を呈した. 
 (9) アルツハイマー病 (図 4-9m) 

超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は減少傾向 
乖離の程度(最大で 35%程度)は, 
波のピークとの形状はやや異な

る傾向を呈した. 
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(10) 血管性及び詳細不明の認知症

(図 4-10m) 
超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は減少傾向 
乖離の程度(最大で 35%程度)は, 
波のピークとの形状はやや異な

る傾向を呈した. 
(11) 自殺 (図 4-11m)

超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は増加傾向 
乖離の程度(最大で 40%程度)は, 
波のピークとの形状はやや異な

る傾向を呈した. 

女性 (0)全死因 (図 4-0f) 
超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は増加傾向 
乖離の程度(最大で 20%程度)は, 
第 5 波以降, 波のピークと似た

形状を呈した. 
(1) 悪性新生物 (図 4-1f)

超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は変化なし傾向 
乖離の程度(最大で 2%程度)は, 
波のピークとの形状はやや異な

る傾向を呈した. 
(2) 心疾患 (図 4-2f)

超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は増加傾向 
乖離の程度(最大で 15%程度)は, 
第 5 波以降, 波のピークと似た

形状を呈した. 
(3) 老衰 (図 4-3f)

超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は増加傾向 
乖離の程度(最大で 10%強)は, 第
5 波以降, 波のピークと似た形状

を呈した. 
(4) 脳血管疾患 (図 4-4f)

超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は増加傾向 
乖離の程度(最大で 10%程度)は, 
第 5 波以降, 波のピークと似た

形状を呈した. 
(5) 肺炎 (図 4-5f)

超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は減少傾向 
乖離の程度(最大で 25%程度)は, 
波のピークとの形状はやや異な

る（第 5 波前）第 5 波以降, 波
のピークと似た形状を呈した. 

(6) 誤嚥性肺炎 (図 4-6f)
超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は増加傾向 
乖離の程度(最大で 25%程度)は, 
第 5 期以降の波のピークとの形

状の類似性ははっきりしない

(7) 不慮の事故 (図 4-7f)
超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は増加傾向とも減少とも見え

ない

乖離の程度(最大で 20%程度)に
ついて, 波のピークとの形状は

やや異なる傾向を呈した. 
(8) 腎不全 (図 4-8f)

超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は増加傾向 
乖離の程度(最大で 25%程度)に
ついて, 第 5 波以降,波のピーク

との類似性ははっきりしない

(9) アルツハイマー病 (図 4-9f)
超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は減少傾向 
乖離の程度(最大で 35%程度)に
ついて, 第 6 期以降の波のピー

クの形状と似ていない傾向を呈

した.
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(10) 血管性及び詳細不明の認知症 
                              (図 4-10f) 

超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は減少傾向 
乖離の程度(最大で 30%程度)は, 
第 5 波以降,波のピークとの類似

性ははっきりしない 
(11) 自殺 (図 4-11f) 

超過死亡(期待度数との乖離の程

度)は 40 定常傾向乖離の程度(最
大で 40%程度)は, 波のピークと

の形状はやや異なる傾向を呈し

た. 
 

c) 流行波ごとの「乖離の程度」 
  特定死因, すなわち 0)全死因, 1）悪性新生物, 
2)心疾患, 3)老衰, 4)脳血管疾患, 5)肺炎, 6)誤嚥性

肺炎, 7)不慮の事故, 8)腎不全, 9)アルツハイマー

病, 10)血管性及び詳細不明の認知症, および 11)
自殺の死亡数について「乖離の程度」を表 2 にま

とめた. 
男性, 女性とも, 増加のグループ（全死因, 心疾

患, 老衰, 脳血管疾患, 誤嚥性肺炎, 腎不全, 自
殺）, 減少のグループ(肺炎, アルツハイマー病, 
血管性及び詳細不明の認知症)では, 大きく傾向が

異なった. 
  

D．考察 
本研究では COVID-19 感染症の流行による死因

別の超過死亡数の大きさと, 感染症の流行に関連

があるかを, a) 超過死亡数の推定と経時変化, b) 
超過死亡数の月別変化と COVID-19 の新規陽性

者数の月別変化の関連性の記述、c) 各疾患の, 7
つの COVID-19 流行期ごとの「超過程度」の推

定, d) COVID-19 の新規陽性者数と各疾患の超過

死亡数との関連の観点から検討した. 
第５～７波において, 新規陽性者数との関連が 

高かった疾患は(ピアソン積立相関係数>0.6), 男
性(全死因, 心疾患, 脳血管疾患), 女性(全死因, 悪

性新生物, 心疾患, 脳血管疾患)であった.血管系の

疾患において, 流行波との関連傾向を呈した.  
  
a) 超過死亡数の推定と経時変化について, 
過去 11 年間(2009 年~2019 年)の同月データか

ら, 2020 年~2022 年の期待死亡数を推定できたと

考えている. COVID-19 流行時の死亡数は, 期待

死亡数から少し外れている傾向を呈した(超過死

亡がある). 
 
b) 超過死亡数の月別変化と COVID-19 の新規

陽性者数の月別変化の関連性について,  
(0)全死因では, 第５波以降特に, 男女ともそれ

ぞれの流行時期に超過死亡数が増加し, 収束に合

わせて減少するなど,流行に関連があることがわ

かる.(1)悪性新生物の超過死亡について, ほとん

ど負の方向である(期待死亡数より少ない)ことが

わかる. (2)心疾患は, 第１~4 波までは,流行に関

連ないが, 第 6 波以降, 流行と死亡との関連が生

じていると考えられる. (3) 老衰は, 第５波以降流

行パターンに沿った形で増加していることがわか

る. (4)脳血管疾患では変動が大きいものの, 期待

死亡数よりは大きめの値となっている.(5)肺炎は

男女ともに大きく期待死亡数より下回ってい

る.(6)誤嚥性肺炎は少ないながらも, 少し流行に

影響を受け増加・減少している傾向を呈した.(7)
不慮の事故は第５波までは流行とはあまり関係せ

ず, 超過死亡変化があり, 第６波以降は流行に関

連して増加の傾向を呈した. (8)腎不全は少ないな

がら第６,7 波のピーク時にピークが重なった.(9)
アルツハイマー病は超過死亡数が少ないが, 第６

波以降ピークが似ている傾向を呈した.(10)認知症

は超過死亡数が少ないので, はっきりした傾向は

みえない.(11)自殺の超過死亡数は, 第１~５波ま

でと第６波以降では傾向が異なっている傾向にあ

る. 第１~５波までは, 流行に関係なく超過死亡数

のピークがあり, 正の超過死亡数のまま推移して

いる. 第６波以降は流行のピーク時に超過死亡数

が少ないピークになっているなど 少し特徴的な

挙動である. 
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c) 各疾患の, 7 つの COVID-19 流行期ごとの

「超過程度（乖離の程度）」の推定 
この解析では, 流行時(流行期間中)の超過死亡数

が期待死亡数よりどの程度乖離しているかを, そ
の時点での期待死亡数との比で, 乖離の大きさを

可視化した. 
すでに, a)b)でも示したように, 流行時期に合わ

せて,自殺と老衰は, 超過死亡数が期待死亡数より

大となり, 肺炎はすべての流行時期に期待死亡数

より目立って少ないことがわかる. 
自殺は第２波から第６波まで期待死亡数よりも

5.7%～6.2%死亡数が多く, 老衰も 2.4％~14.6%
と乖離, 乖離が大きい. 一方肺炎は-7.0～-3.1％と

目立って期待度数よりも少ない死亡数になってい

る. 流行が進むにつれて, 誤嚥性肺炎の超過死亡

数が増えてきているように見える点には注意が必

要と考える. 
 

d) 流行時の新規陽性者数の変化と超過の程度(乖
離の程度)との関連 
今回一番関連が高かったのは全死因で, 男性, 

相関係数 0.69～0.79, 女性, 相関係数 0.63～0.77,
である.この次に関連性が高かったのは、心疾患, 
脳血管疾患,と続いている. 自殺も一月遅れで, 関
連が高いことが示唆されている. 
これらの検討から見えてくるのは, COVID-19

と超過死亡との関連で, まずは第５波以前と以

降では関連の様相が異なっている傾向を呈したと

いうことである. 第５波以降は様々な疾患で超過

死亡数が, COVID-19 の流行に合わせて関連して

いることがわかる. COVID-19 の流行と関連が高

く, 超過死亡数が多い疾患は, 全死因, 心疾患, 脳
血管疾患,が少ない疾患は肺炎, アルツハイマー

病, 血管及び詳細不明の認知症となった. 
 
e) 超過死亡の考え方 

2020 年 2 月以降の各死因別死亡は、本来各死

因での死亡発生する一部が COVID-19 による死

亡となる可能性があり, これは 2020 年 2 月以降

の期待死亡数の推定値から分離されていないこと

を表している. すなわち死因別の超過死亡は, 死

因によっては過小推定になっている可能性があ

る. 「超過死亡」は全死因では, 「COVID-19 予

防等のための社会活動の制限による間接的な影

響」+「医療提供体制の確保が不十分なことによ

る影響」+「COVID-19 に関係しない死亡」+
「COVID-19 に影響を受けた死亡」（全死因）が

含まれているが, 死因別死亡では「COVID-19 予

防等のための社会活動の制限による間接的な影

響」+「医療提供体制の確保が不十分なことによ

る影響」+「COVID-19 に関係しない死亡」 - 
「COVID-19 に影響を受けたがその死因ではなく 
『コロナ死亡』とされた死亡」と考えられる. 

 
E．結論 

COVID-19 感染症の流行時期と, 全死因, 十大

疾患および自殺の超過死亡数の検討を行った.  
COVID-19 流行の状況と超過死亡との関連につい

て, 死因により状況が異なっている.  
第 1～7 波における新規陽性者数と, ①同月の

死亡との関連が男女とも高い死因*は, 全死因, 心
疾患, 老衰, 脳血管疾患, 誤嚥性肺炎, 腎不全. ②
翌月の死亡との関連が男女とも高い死因は, 全死

因, 心疾患, 老衰, 脳血管疾患, 誤嚥性肺炎, 腎不

全, 自殺(男のみ).③翌々月の死亡との関連が高い

死因は, 認められなかった（*:相関係数 0.6 以

上）.  
第 5～7 波における新規陽性者数と, ①同月の

死亡との関連が男女とも高い死因は, 自殺(女の

み), ②翌月の死亡との関連が男女とも高い死因:
全死因(男のみ) 脳血管疾患(女のみ), ③翌々月の

死亡との関連が高い要因は, 全死因, 心疾患, 老
衰, 脳血管疾患, 肺炎(女のみ),誤嚥性肺炎, 腎不

全(男のみ), 自殺(男のみ). 第 5 波～7 波は, 同月

から翌月, 翌々月の死亡との関連と変化している. 
 

F．健康危機情報 
なし 
 
G．研究発表 
なし 
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H．知的財産権の取得状況 
１．特許取得  なし

２．実用新案登録  なし

３．その他  な
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表 2ｍ 各疾患の, 7 つの Covid-19 流行期ごとの「超過程度」の推定(期待死亡数に関する比(%) 

 
表 2ｆ 各疾患の, 7 つの Covid-19 流行期ごとの「超過程度」の推定(期待死亡数に関する比(%) 

 
d) Covid-19 の新規陽性者数と各疾患の超過の程度(乖離の程度)との関連 
  特定死因, すなわち 0)全死因, 1）悪性新生物, 2)心疾患, 3)老衰, 4)脳血管疾患, 5)肺炎, 6)誤嚥性肺

炎, 7)不慮の事故, 8)腎不全, 9)アルツハイマー病, 10)血管性及び詳細不明の認知症, および 11)自殺の

超過死亡数について, それぞれ流行波内における流行状況と超過の程度（乖離の程度）との関連を, 
同月での検討, ひと月遅れの値との関連, ２月遅れの値との関連を表 3 にまとめた. 

男性 流行波 
特定死因 1 2 3 4 5 6 7 
0.全死因 -2.8 0.8 1.0 2.4 6.2 6.6 14.5 

1.悪性新生物 -0.7 -0.8 -1.0 -0.5 1.1 -0.1 -0.4 
2.心疾患 -3.6 5.7 1.9 3.3 10.3 9.7 17.7 
3.老衰 -5.5 2.8 -2.6 2.5 7.8 5.0 15.9 

4.脳血管疾患 -2.1 3.3 2.2 4.6 10.2 8.7 13.1 
5.肺炎 -14.5 -21.5 -21.6 -21.3 -17.3 -21.6 -14.4 

6.誤嚥性肺炎 0.2 1.0 8.0 10.8 17.5 17.2 23.5 
7.不慮の事故 -3.3 0.8 4.8 0.1 -3.2 14.0 11.3 

8.腎不全 1.9 6.6 5.6 8.4 14.8 12.6 19.1 
9.アルツハイマー病 -18.6 -21.5 -19.3 -25.5 -22.0 -32.0 -31.5 

10.血管性及び詳細不明の認知症 -18.3 -19.3 -20.3 -26.1 -23.7 -32.5 -27.1 
11.自殺 0.5 15.7 23.5 15.1 13.1 24.6 34.3 

男性 流行波 
特定死因 1 2 3 4 5 6 7 
0.全死因 -5.1 -2.2 -1.6 0.5 2.8 4.0 12.4 

1.悪性新生物 -0.5 -0.6 -0.7 0.0 -0.4 0.4 1.4 
2.心疾患 -7.8 -1.1 -2.6 -0.7 4.0 4.1 9.9 
3.老衰 -8.2 -5.9 -6.1 -2.2 0.5 -1.1 6.0 

4.脳血管疾患 -3.4 0.6 -1.1 1.2 2.7 3.0 8.0 
5.肺炎 -19.1 -28.4 -28.6 -27.8 -22.7 -28.4 -18.9 

6.誤嚥性肺炎 -4.4 -4.2 -1.4 0.4 8.8 5.3 16.1 
7.不慮の事故 -4.3 -2.3 1.7 0.1 -5.1 16.7 9.0 

8.腎不全 0.3 1.8 2.6 4.9 10.6 13.2 14.9 
9.アルツハイマー病 -19.8 -22.2 -23.9 -26.4 -27.9 -34.1 -33.1 

10.血管性及び詳細不明の認知症 -17.6 -18.0 -19.2 -20.3 -19.3 -26.8 -22.5 
11.自殺 -5.0 33.4 48.4 31.3 23.6 37.0 35.5 
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Covid-19 の流行(第 1 波~第 7 波)と超過死亡の程度との関連が高い(関係数が 0.6 以上)疾患死亡は, 男
性, 女性ともに, 全死因に加えて, 心疾患, 老衰, 脳血管疾患, 誤嚥性肺炎, 腎不全であり, Covid-19 感

染症の主要な後遺性及び高齢による死亡が挙げられた. 
男性については下記の通り. 
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女性に関しては下記の通りとなった. 
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	D．考察
	パンデミック前後の新規要介護・要支援認定発生率の推移は都道府県によって異なる可能性が示唆された。特に、特定警戒都道府県では、それ以外の都道府県と比較して、第一波 (2020年2-6月)での発生率の低下の程度が大きい可能性が示唆された。
	パンデミック前後の新規要介護・要支援認定発生率の推移の都道府県ごとの差異は、地域の感染者数、自治体の窓口業務や要介護認定調査の延期や中止の基準の差異による影響が考えられる。しかし、人口構成や感染者数などの影響を考慮した上での定量的な比較ではないため、解釈には注意が必要である。
	今後、これらの情報を考慮した上で、
	新規要介護・要支援認定発生率の推移に地域差がどの程度あるのか、地域差があるとすればどのような要因によるのか明らかにする必要がある。その上で、改善すべき地域差があるのかどうか議論する必要がある。
	E．結論
	COVID-19パンデミック前後の新規要介護・要支援認定発生率の推移は都道府県で異なる可能性が示唆された。今後、より地域差の要因となりうる情報を考慮した上で分析を行い、改善可能な地域差があるのかどうか明らかにすることが必要である。
	なし
	G．研究発表
	③ 社会医学グループ
	A. 研究目的
	東京商工リサーチが発表した情報によると、2020年の介護事業所の倒産件数は118件であり、過去最多になった。特別養護老人ホーム（以下：特養）の事業を終了した施設数は、人員不足、人件費の上昇、新型コロナウイルス感染症の流行により、世界的に増加している。本研究では、新型コロナウイルス感染症の流行前後における事業を終了した施設数を算出し、新型コロナウイルス感染症が発生した直後の影響分析を行った。また、運営体制に係る加算と事業の終了との関連について検証を行った。
	B．研究方法
	C．研究結果
	事業所を終了した施設数は、2018年に25施設、2019年に33施設、2020年に25施設であり、コロナパンデミック影響は見られなかった。また、介護職員処遇改善加算、個別機能訓練加算を算定している特養であるほど、事業を終了するリスクが低かった。
	D．考察
	新型コロナウイルス感染症が流行した直後は、緊急事態宣言により不要不急の外出・移動の自粛などの対策が行われているが、すでに入所した利用者を対象としてサービスを提供していたため、事業の運営への短期的な影響は見られなかった可能性がある。しかし、新型コロナウイルス感染症が長期的に流行することにより、入居者及び職員に感染症のクラスター発生の可能性が高くなり、安定的な事業の運営に影響を及ぼす可能性が高い。本研究では、2020年のデータのみであるため、分析できなかったが、今後は2020年以降のデータを追加して分...
	また、介護職員処遇改善加算、個別機能訓練加算が事業の終了に負の関連があることが明らかになり、これらの加算を算定することによって、介護職員の安定的な収入や特養の収入につながり、新型コロナウイルス感染症の悪影響を緩和させた可能性があると考えられる。
	E．結論
	新型コロナウイルス感染症直後は、感染症流行前と比べても事業を終了した特養の数に変化が見られなかった。介護職員処遇改善加算や個別機能訓練加算を算定することによって、新型コロナウイルス感染症における事業の終了を防止できた可能性がある。
	なし
	③ 社会医学グループ
	研究7-3．COVID-19流行下における日本人および在留外国人の自殺率の推移
	A. 研究目的
	新型コロナウイルス感染症（COVID-19）が世界的に流行する中で、人々のメンタルヘルスが悪化したことが報告されている1,2。日本では、自殺者数はCOVID-19流行初期には減少したものの、その後増加し3-6、特に女性や若年者において、顕著な自殺者の増加が報告されている3-6。COVID-19流行下において、在留外国人は、就労状況や医療へのアクセスが悪化しやすい集団であると指摘されており7、本研究では日本人と在留外国人におけるCOVID-19流行前後の自殺率の推移を明らかにすることを目的とした。
	B．研究方法
	本研究で用いたデータは、筆者らが受領する以前に個人を特定できる情報は削除されており、個人情報は保護されている。また本研究は筑波大学医学医療系倫理委員会の承認（承認日：2022年5月19日、承認番号：1754）を得て実施した。
	C．研究結果
	2016〜2021年の自殺者数は、日本人121,610人、在留外国人1,431人であった。女性の占める割合は、日本人で31.2%(37,911人)、在留外国人で37.5%(536人)であった。年齢の中央値（四分位範囲）は、日本人で53 (38–69)歳、在留外国人で49 (33–63)歳であった。18歳未満の自殺者数は日本人2,452人、外国人32人の合計2,484人だった。
	日本人、在留外国人における自殺率の推移を図1に示す。日本人、在留外国人ともに、男性の自殺率は女性を上回った。また男女ともに、日本人の自殺率は在留外国人より高かった。COVID-19流行前のトレンドと比べ、日本人ではCOVID-19流行初期に自殺率が低下した一方、在留外国人では低下していなかった。
	D．考察
	本研究では、わが国における日本人と在留外国人の自殺率について、COVID-19流行前後の推移を明らかにした。わが国においてCOVID-19流行初期に自殺率が低下した理由について、先行研究では社会的結びつきが強まった可能性が指摘されているが6,8、在留外国人はより困難な状況に直面していた可能性がある。
	E．結論
	COVID-19流行下における日本人と在留外国人の自殺率の推移のトレンドは異なっている可能性が示唆された。COVID-19ならびに将来のパンデミックにおいては、日本人と在留外国人、それぞれの状況に合わせた自殺対策を進めていくことが重要である。
	なし
	③ 社会医学グループ
	研究7-4．COVID -19感染症流行時期と,全死因,十大死因および自殺の超過死亡数の検討
	A. 研究目的
	COVID-19感染症の流行に関し どのように死亡数が変化しているかはCOVID-19感染症の実態を明らかにする上で重要である. 本研究は, 十大疾患および自殺について, COVID-19感染症の流行と超過死亡数との関連を探索することを目的とする.
	B．研究方法
	C．研究結果
	D．考察
	E．結論
	なし
	なし
	表2ｍ　各疾患の, 7つのCovid-19 流行期ごとの「超過程度」の推定(期待死亡数に関する比(%)



